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障害者自立支援法における工賃控除額に関する取扱いについて 

 

 障害者自立支援法の施行については、御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 

 さて、新たな利用者負担の仕組みにおける施設入所者の個別減免における

工賃控除額の上限については、平成１８年３月２８日付け事務連絡において、

控除対象額が実質的に支援費制度において行われていた工賃控除額の水準

（２８．８万円）と同程度になるよう引き上げることについて、今後関係方

面との調整を行うこととした旨をお知らせしたところです。 

 これを踏まえ、今般、就労支援関係事業について、利用者の働くことへの

インセンティブを高めることにより、工賃額のより一層の底上げを図るとい

う観点から、下記のとおり工賃控除額の見直しを行うことといたしましたの

で、ご了知いただきますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 施設入所者 

 工賃が年間２８．８万円まで利用者の手元に残るよう、施設入所者の個

別減免の収入認定における工賃控除の上限額を引き上げること。 

 

２ 通所施設利用者 

 通所施設利用者について、社会福祉法人等減免対象者の収入基準額の認

定において、工賃収入に関して年間２８．８万円の控除を新たに創設する

こと。 

 

 



 

３ 本改正の施行時期及び事務の事務処理の詳細について 

 本取扱いは、就労支援の強化を目指す新サービス体系が施行される平成

１８年１０月に併せ原則実施することとし、本改正に伴う負担上限月額の

見直しに伴う事務処理の詳細については、別途通知するものとするが、極

力新たな事務作業が生じないよう、負担上限月額の見直しに当たっては、

平成１８年６月までに支給決定がなされる対象者については、当該支給決

定の時点に際して用いた認定額（平成１６年度の収入に基づく認定額）を

もとに負担上限月額の見直しを行うなど様々な配慮措置を講ずる予定であ

ること。 
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